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市民活動にみる学習組織化の課題

武田るい子

はじめに

室長者はこれまで市民活動の社会的意義の分析を行い，課題共有学醤への窓識的な耳元経みが実践シ

ステムの拡張に寄与してきたとする結果を発表してきた九その目的は，社会的活動がより広い社

会・制度的あるいは公共的な空間へと開かれていく過程で，いかなる活動が必要なのかを実践的・

実証的に示すことにあった。市民活動の動態に関する先行研究で，まず参照すべきは社会運動論で

ある。資源動員アプローチでは，学習を活動の促進あるいは停滞要因として手段的に捉える見方が

一般的である。学習を一因子として客観的数量的に捉える見方に対しては，行為者にとっての意味

を中心に学習の内実を明らかにすることで，本来の活動局的の実現にとっては傍流とみなされがち

な学習活動の，省察的で媒ブト的な性格を明らかにしてきた。こうした調査研究の意義は，学習の実

践に有する意義を「促進か停滞かjという結論優先の論法から解放することにある。学習の質が実

践を左右するという事笑があるとすれば，そうした質の違いを生み出す状況を考察することが，む

しろ未来の実践にとって重要な課題となるからである。

次霊祭でも述べるように，それはまた，主流派アプローチの次のような限界に応えるものでもある。

第一に，市民活動がなぜ，何に対する対抗の運動として出渡しているのか，現代社会認識と行為者

たちの課題意識の究明が不十分である。第二に， NPOを社会参加と社会的学習の場を提供し「能動

的市民jと「市民的公共性jの形成に寄与しうる組織主体とする前提があるが，忠明視することな

く検証が必要である。本稿はこれらの点を考察するよで必要となる，社会教育領域でのNPO研究

にみる学習論及ぴ近接領域での学習概念の素描を試みる。

1.詞題の所設

市民活動の定義

「市民活動jとは諮個人による公益を自的とした非営利の自発的・主体的な社会参加活動を意味

する言葉として定議している。市民活動団体の法的定義がなされたのは，わが菌では1998年の特定

非常利活動促進法(NPO法)においてである。それ以前のボランティア活動，住民遂動，社会遼動，

市民運動などと呼ばれてきた範略奪に対して， r組織性Jr継続性Jr非営利率業体Jという違いを指摘
することができるものの，極めて輪郭のあいまいな定義に過ぎないことは腐知のとおりであるへま
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た， NPO (Non-Profitあるいは Not開for-ProfitOrganization)はNPO法による法人格名称とい

う狭義の性格を超えて，法匹分横断的な呼称として広義の概念であることも良〈知られている。山

間らはrNPO=市民活動団体jではなく， r市民活動語体は NPOの一部Jであり， NPOの一般訳と

してはf民間非営利組織(団体)Jを当てているヘ使用する人が響定的な定義を与える余地の高い概

念である状況は現在も変わらない。

このことは，民間非営利活動の実態を「非営利Jr協同性Jr公益性jの，どの特性で類型化する
か形態的議論に法的な決着が図られないことによる。 -ti，NPO法制定のイニシアティブが小競模

な活動関体の支援を笥的に，市民の運動として沸き起こってきたという事情によるものでもある。

本稿もこの定義に従って， r市民活動罰体Jを自発的な社会的活動体(市民主導で継続的な協同活動

を行う組織低公益性や事業性を特に関わない)， rNPOJについては非営利事業と公益性を特徴と

する組織体としておく。

社会運動研究と NPO研究の共通性

わずか 10年ほどの研究蓄積の中で先行的には法制度研究，実態調査研究が，次いで、経営学・公共

政策学による組織運営，資金調達問題への支援的関心、が，これまでのNPO研究の主流であったと

いってよい4)。加えて，市民事業を切り口にコミュニティ・ビジネスの可能性や地域経済への寄与，

社会参加と公共性再編，地域的自治形成への可能性等，活動の成果や社会的意義を明らかにする政

治学的，社会学的研究が続いてきた。

後者の研究は事業裂NPOの社会的あるいは経済的意義を主張する傾向をもち，一般的に次のよ

うな評備がなされている。まず，経済的意義を評価する立場からは， NPOI土地域問題の解決をコ

ミュニティ・ビジネス化することによって雇用創出を図ることができるとする主張である。社会参

加の意義としては，問題解決遜程をつうじて地域で‘の人的交流の実現，活動する偶人の自己実現な

ど参加者間の協力関係や人間的な成長の場を創出する可能性が指摘されている。人々の社会参加，

集合行為がどのように発揮されるか一経済目的か人的交流か政治的参加かーで差異があるものの論

理には共通伎が見てとれる。

このような論穏をもっNPOの事例研究は，社会運動研究の限界性とも向一携しうる問題を抱え

ている。その要点は，第一に NPOの組織経営資源に関心(資金・実務的知識・ソーシャル・キャピ

タルまでを包含する)が強いこと，第二に動員した資源を政治的プロセスにあるいは社会的起業へ

と転化する制度システム的志向をもつことである。要約的に述べれば，これまでの NPO研究は形態

論，組織論を中心として経済的目的(地域経済，地域振興に寄与するコミュニティビジネスという

新しい形態)や，政治的目的(パートナーシップという新しい形態)をいかに達成するか，手段と

しての権力や資源に関心が寄せられてきたのである。これらに対しては，メルッチの批判をまず参

照していく。
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彼の批判は社会運動研究の代表的なアプローチである「資源動異論J，r構造論的アフ。ローチJ及
ぴ f政治的交換理論Jの次のような共通性に向けられている5)。伝統的集合行為論は「二元的思考ム

即ち客観的(政治的・経済的)か主観的かに関わらず「社会構造のやに刻印されている強カな要因J

への還元主義であったという。対するメルッチの「技会的構成物jとしての集合的行為という認識

的示唆は，それゆえに「いかにして運動は形成されるのかJ “なぜ"と“どのようにして"の調方

に問答を求めているのだということになるへ個々の人間の関わりや行為がどのような活動システ

ムを創り出してきたかとい7形成的綴点から，社会運動の成果や意義を検証するような事例研究(質

的研究)が必要である。

とりわけ，メルッチのアプローチが社会教育学にとっても示唆的である点は，運動の形成理解を

三つの次元，①既存の社会問題，②行為主体が共通の利害という意識を?共有するようになるまでの

過程，③集合行為そのもの，で分析することにある。即ち，客観的問題理解と行為へと動機づけら

れていく主体を結ぶ認識的共有空間という媒介が設定されていることにある7)。また，これまでの集

合行為論は「公的活動J(観察可能な政治行動等)という「可視的側面jにのみ説明を与えてきたが，

メルッチの重要な提起はむしろ， r不可視Jの「水扇町ドネットワークjにおいて「新しい問題や疑問
が提起Jされるということである。それは日常生活の中に内寂する小グル…プ化されたネットワー

クでう経験の交換を通じて現実認識や集合的アイデンティティが形成される f生産現場Jでもある

のだという 8)。メルッチの関心は，運動の活性化のためにいかなる資源の活用が有効かを問うことに

ではなく，集合行為に参加する倒人の自己反省的認識を問うこと，何が問題なのかが決定される当

事者の公共空憾のもつ鼠有の意味を，明らかにすることに置かれているといって良いだろう。

社会運動研究の課題

T 

して描き出す「市民社会論」μlにこ洛け込んでで、しい、ぺ<~傾頃向があつたと，理論的限界を次のように指捕する。

まず，グローパル化する絞済社会における社会運動を「直接的な抗議行動Jや， r代替的なライフス
タイルJの形成によって「既存の秩序に挑みかかる諸カJと定義した上でい，後期近代の資本主義社

会に特徴的な「脱物質化」された変革運動の新しさは，政治的な対抗運動がますます「文化，意味，

アイデ、ンティティをめぐる闘いJへと比重量が移されて， r文化的性質を帯びていくことJにあるとす
る言説に一定の理解を示す。一方で，ギデ、ンズの「解放の政治Jと「生の政治Jの見方を引用し，

ギデンズも後者に相対的重要性を認めているものの， r解放の政治Jは未だアフリカ，アジア，ラテ
ンアメリ力の住民や，先進国に暮らす周辺化されたマイノリティの現実をつかまえることはできな

いと反論を展開する。現代における運動の拠点は「物質と象徴が相互浸透しつつある世界Jであり，

fむしろ両者を統合するような政治作用の見方を探さなくてはならないJと提起する 9)。

スズキの主張を三点にわたって確認していく。第一に，メルッチの論じた「新しい社会運動」が，
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自らの問題を掲げて政治に直接接近する方法をもっ，分権的でネットワークでつながった境界横断

的な構造的組織形態によって狙われ，その異議申し立てを行う領域も新しいことにわれわれの注意

を喚起した点は評価する。しかし，他方には依然「解放の政治Jを必要とする人々がいる事実を無

視して，ポストJ?fi業社会(複合社会)における知識，象徴，アイデンティティという「非物質的な

領聖子jが広がっているとい7のでは， 自身が批判した「二元的思考Jを免れていないことになる。

そうではなし社会運動の政治作用の見方に対しては民衆がエンパワメントすること， RPち「自ら

の生きられた世界における変化の過程に影響を及ほすJ能力を高める活動と捉えることで，生の物

質的側面と象徴的側面の対立を止揚する自立化の発想に立つことが重要であるという 10)。

第二に， NGOは変革主体にも既存システム維持にも働く認義性をもつものである点を喚起する。

却ち，先進諸国で周辺化された福祉対象者のような人々を助ける自発的な活動も，醤家の少なから

ぬ寅任を民間非常利組織に移転させていくネオ・リベラルな政策にとっては，システム維持へと回

収する可能性をもつからである。そして， r重要な間いは，社会組織が「非政府組織Jであるかどう
かではなし組織がそのメンバーにむかつて，国家的・国際的な権力構造の内部における自らの位

置について批判的な省察を加えるようつよく勧めるかどうかにあるJと述べている。具体的には二

つの側面への言及がある。一つの論点は， NPOがエンパワメントの政治を押し広げていこうとする

ときに，政府・官僚群と結んで、いく関係の質にーどのような協力様式をとるか一，もう一つは，集合

行為に向けた戦略案出のためにーメンバーが f自分たちの共通のアイデンティティをどのように定

義Jし， r対抗運動の目様をどのように見定めるか」…いかに働きかけるかである。
第三に，第二の点を具体化していくためには，あらゆる尖河行動を閤難にさせる現代社会をどの

ように捉えるのかが関われていくことになる。このことは，スズキの論考では必ずしも明確に述べ

られているわけで、はない。だが，特定の安定した共同体の級帯を失った倒人が，政治的行為(社会

的行動)に向かう地盤をいかに創出するか， という学習実践の課題として提起されているといえる

だろう。

メルッチも同様の見解を示していたように，現代の世界的資本蓄積システムの自己展開を特徴づ

ける現象は， r競合する知識形態のどれを承認し，どのように鏑値づけるかをめぐる鶴争Jを激化さ
せることである。これが結果的に， r知識と f文化資本Jの重要な形態に対する不均等なアクセスか
ら生じるj不平等をもたらすことになる。それゆえに「知識社会Jにおける対抗的運動が，別様の

知識，アイデンティティを獲得することでi主体性を回復し，周縁化，室長別，失業などの物理的，身

体的不利益という帰結に対して，富ゃ権力の見えざる構造を鳴らかにすることが学習課題となるの

で、ある。

以上の社会運動研究の概観からは 2つないし 3つの共通する論点が見いだせる。まず，現代の対

抗的運動が生起する背景については，近代社会システムの揺らぎに起医してその蒋構築が課題と

なっており， とりわけ，グローパル化する資本主義システムの構造的抑圧に対して，周縁化された
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さまざまな集団による異議申し立て運動の広がりを確認すべきであろう。そのうえで，何が運動の

推進カになるのか組織経営資源や戦略が問われていたと考えられる。先行研究をこのように把握し

た上で，更に本稿の関心から 2つの課題を提示したい。

第一に，どのような社会関係の樽構築が，運動参加者たちの帰属や自己認識生成に関わるのだろ

うか。相互行為と主体化のモメントとして課題共有学習の質を考えることが必要であるoこの点、は，

メルッチの不可視の公共空間の意義の確定や，スズキのいうエンパワメントの政治の基盤形成に通

じる課題であろう。

第二に，実践内在的な組織的学習の実態を学習論として検討していくことである。スズキは NGO

が自らの対抗的佼澄を確認し，批判精神を堅持し 7る主体であるためにメンバー問の学習が必要で、

あると述べていた川。ここに技会教育学の課題がある。即ち，笑践と省察(実践を対象fちして学ぴあ

う)の関連を教育的価値の生成から問うことができるのかどうかである。また，学習による認識変化

と実践展開の関連会研究するためには， r学ぴあう共間体jや「実践共同体j概念を検討して，実践
展開に郎した自標(対象)変化，知識・技術・カ最形成，参加者の活動・関係構造変化の全体からア

ブローチする枠組みの設定が必婆である。

2.社会教育と市民活動研究

ここでは，市民活動と学鷲の課題に限定して先行研究を概観していく。まず，検討すべきは佐藤

のNPOの実態調査と事例研究である。近著において，共間研究の狙いは次のように述べられてい

る。 NPO研究において「未開拓といえる教育学的視点から NPOのもつ教育カに主主回し， NPOがこ

れからの生涯学習社会にどのような役割を果たしうるか，また市民活動の担い手となる人材の養

成・活用をおこなっているかj理論的考察を行うというものである問。多様な領域で活動を展開する

NPOは，教育を主たる活動目的としない場合であっても何らかの学習・教脊活動を行っている笑態

がある 13)。そこで佐藤は， NPOをノンフォ…マルな領域で、のオルグナティブな f学びJを推進する

主体として捉え，新たな教育カが創出されているとする仮説を，学習内容，方法，形態の実態や担

い手の人材養成システムの観点、から検証する。これまでの挙例研究法に偏りがちな社会教育実践研

究の中にあって数少ない数量的，実証的方法による研究である点は評価すべきであろう。

rNPOの教育カjにおいて， NPOのE当日教育カを捉える枠緩みは， rNPO組織内部における学

び」と「人々に働きかけ社会をかえていく学ぴの協働システムの構築jであるとされる。さらに，

前者の教育カi主主に 3つの領域「スタッフが仕事をとおして身につける資質J，r教育事業として外
部に提供される学駕機会J，r人々の参加によるインシデンタルな学びJからなっている。後者の視
点に対しては， NPOの活動は自己実現のみならず社会的インパクト(変苓や創造の契機の発見)を

いかに与えるかが議事きであるから，分野によって異なるプロセスを実証的に検討するとされてい
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る14)。

以上のような研究g的と枠組みを使って検討された調査は， NPOの社会的インパクトを議論す

るために， r学替する組織J(=NPO)の教育カの特質と構造という基礎データを提示する。その上
で，知識社会への移行と成入学習を支える NPO実践の現代的意義が，オルタナティブな学び，パー

トナーシップ，社会教脊行政との関連，人材養成システムなど課題別に議論されている。結論的に

は，必要な「関係資本jや「知的資本J(実践知)を蓄積し，共同性や社会的公正の鏑伎を実現する

事業と労働を創りだすNPOは，先進諸国内部の経済社会構造転換に関わる主義要なプレイヤーであ

る，とする提起がなされている。

このような NPO潔解は既定のものであるが，これまでこのような基礎データがなかったことか

らして，現段階で学習の特質や構造形態論は必要なものである。その中で，教育分野からの研究と

して経営学的研究や社会学的研究とは異なる切り口を提供していると思われる論考を取り上げて，

NPOの学習に関わる課題を検討する。特に，筆者の問題関心との関連で，学習支援，パートナーシッ

プ，対人援助における新たな専門性，スタッフのカ最に注尽してみたい。これらは， r内部的な学習j
と「社会へと働きかける学習Jに大別された教育カの内容を構成する主要なサブ領域である。

まず，学習支援の実態調査では， NPOの4類裂を運動志向性と行政関係により， r協働変革型j
「先鋭運動型Jr行政代替型Jr独立事業塗Jと示した上で，それぞれの類型別 NPOがどのような目
的で学習機会を提供しているかが明らかにされている。特に社会変革志向の強い「協働変革Jと「先

鋭運動j型では， r間体の使命の発信Jr政策提言・報告書の作成Jr新しい教育の鍛造Jにカ点が号室
かれており， r人材・ボランティアの養成jが高い「行政代替殻jとの違いが述べられている。更に
このような類型比較と社会的インパクトの分析結巣では，学習支援に取り組む運動志向型NPOが

地域づくりプロジェクト推進の中核となって研究会へと展開している例が紹介されている。実態調

査の結論は，運動志向の高い司体ほど学習を主義視しているというものである。 NPOの学習は教養志

向ではなく，現代社会の諜題に応える実学的，実践的傾向をもっており，課題解決のためにコーディ

ネート的役割を扱っている実態が伺える問。

「社会へと働きかける学習Jの中でも，政府・行政への政策提言やロビーイングなどの活動を行

う過程に付隠する研究会や講演・学習会，イベント開催は，社会変革盤NPOの本質ともいうべきも

のであろう。パートナーシップ形成の論点は，参頭の手法，手続きの公正性や市民行政関係の対等

性，補完性をいかに笑現するかであるといわれる。とりわけ，パートナーシップやネットワーキン

グを重視する傾向にあるのは，必ずしも単一のテーマで、括れない環境保全型NPOとまちづくり

NPOである。領域複合的であるがゆえに，複数の専門家及ぴ行政機関との関わりが多いこの種の団

体の自覚的な役割j認識とは，従って， r市民による行政への「参繭Jを仲介し，それを専門的・技術
的な立場から支援することjと提起きれている。罰的の設定から交渉を始めなければならないこの

種の活動に内在して物事をうまく達成するためのカとは何か，が関われている。それは， r参画jの
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仲介過程をいかに民主的で公共的な場として創出できるのか，人と人，人と組織，活動の目的など

を考慮した最善の組み合わせをコーディネートするカと考えられる16)oNPOの社会変革志向を従え

るf教育カJの指標は，このことからも市民と行政(あるいは別の市民罰体問土)の協働の機会を「コー

ディネートするカJ，と捉えられているのではないだろうか。

次に， r内部的な学習Jについて専門性と NPOの労働理解をめぐるスタッフの力量形成について
実態調査の要点、を築現していく。対人援助NPOの仕事には，制度化された福祉サービスの枠を超え

て「暮らしへのまなざしjに根ざしたサービス水準の高さがあり，新たな支援在誌に基づく市民的専

門性が見出されるというのが主な主張であろう。実態調奈によれば，専門的技術・組織運営マネー

ジメント能力・社会的使命感が，特に保健福祉NPOスタップに求められているという結果である。

対人援助の仕事に濁有の対人関係のカをスタッフ傍人が高めることと同時に，組織として水準を高

める学習機会をもつべきであるとする自覚が侭える。

以下の点は， NPOの学習課題の援走塁と考えられる。市民事業としてのNPOの介護の質を支える

基盤，条件として「組織内部に蓄積される知識や技術jが必婆となるが，その中核には「対象との

相互作用Jを f考察・反省していくような現場の呉体的な問題からのフィードパックに義つ、く知J

の形成と， r不完全さを認識するがゆえに形成される他の専門磯を含めた社会的連帯jがあるとされ
ている口}。このような知を導くのが現場における実銭のf考察と省察」作用であるのはいうまでもな

いことだろう。とりわけ，公的制度を活用した事業を営むNPOにおいては，既存の福祉サービスが

多元イちする過程で自己責任と私事性を強めようとする動きに対しては，分自己の公正'11:と共同性を中

軸とする価値を掲げて，社会的承認を得ていくことが求められている。スタッフの専門的カ最形成

への関心は，サービス提供者として資格化と等閑視され，そのままでは権威的な専門知識に間収さ

れかねない尚義性をもつものであるからこそ，共生のためのケア実践を追及する独自の教育研修が

重要となるのである。

更なる課題を指摘すれば，内部的学習では組織目的に応じた専門的知識・技術にとどまらず，社

会に革新的事業を創出するためのビジネス実務，組織をまとめるマネージメントカ，加えて実現す

べき倣緩や社会の姿(ビジョン)を他者と共有する対話的空間に参入するためのカ量が関われてくる

だろう。特に，最後の力量は対人コミュニケーションのカであり，それを支えるのは状況の中でな

される的確な課題認識の共有であり，実践の意義評価をとおして相互に承認される役割認識(アイデ

ンティティ)と自己肯定感であるように忠われる。

例えば，従来の専門職は知識や情報を独占することで職業的権威と絶対的支援者としての自己を

確立する点に特徴があったといわれる。そこでは支援を諮7人々の一方的な依存と専門家の全面言葉

任に加えて，およそ超人的な倫潔観とが専門職を成り立たせていたといっても過言ではない。この

ような孤立した専門職とは違う立ち方をすることを，市民による対人援助実践は求めている。対人

援助職のあり方の革新とは，ネオ・ 1)ベラルな自己責任，消費者主義のそれとも異なる， r徹底的な
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分かち合いjのモデルであるとする主張も見受けられる 18)0 NPOでは，このような価僚の追求と何

時に事業によって組織を維持し，連常的な儲値に基づいて有用労働を提供する場を構築することが

目指されているのだといわれる叫。

そのような実践を構成員として支えていくために，個々人が必要とされるカ最を形成してから実

践に出向くのではなく，実践過程に参加しながら学ぶ学習のあり方が同特に求められなければなら

ないだろう。それは，インシデンタルな学習とも違う，意図性(教育的配慮)をもつものである。実

践に必要とされる知識・技術を先輩参加者や対象者のフィード、パックから学ぶことも含めて，実践に

参加することは「学ぶことを学ぶj教育的価僚会生み出す源泉であると思われる 20)。

簡単に要点を繰り返す。「内部的な学習jにおいては，スタッフ関あるいは利用者との対話的で省

察的な空間に参加し，コミュニケーションするカの形成が求められている。それを条件とすること

で，共生をめざす連帯的で共同的な役割関係に根ざして，より良い社会を創る実践を地域の中に構

築していくことができるという主張にもつながっている。「外部へと働きかける学習jが重視するの

は，他機関との連携が求められる擦のコーディネートカであった。どちらのカ最もつかみどころの

ない点で共通している。何かの知識・技術のように資格として，身につけていることを表現できる

ものではないからである。このような見えない力量がしかし，ソーシャル・キャピタル(関係資本)

や外部の知的資本(専門知)との連携・ネットワーキング形成に不可欠なことは，経験的に知られ

ていることであろう。このように考えてみると，カ最というものを個人の能力や知識量へと還元す

る学習観では，実践的力量を把握し，表現することはできないだろう。

また，革新的NPOの実践に求められる学習課題の提起は，学習組織化に不可欠の力量の指摘と

なっていることがわかる。しかし，こうした実態調変の一般的限界もまた指摘せざるを得ない。つ

まり，結果は一時点での実践の実態を捉えたにすぎないもので，類型化も評価視点に応じて暫定的

な観を免れないものであること，加えて類型簡の相互関連が充分に検討されていないからである。

NPOをセクターとして概観・把握する意図で実施された調変は，学習・教育的側濁の…般的特徴を

笑証的に示したことは認めたい。その上で，社会変革型NPOの学習・教育の実際を察側研究によっ

て明らかにしていくことが必要でbある。そこで，実践に内在する学習を捉える枠組みに示唆を与え

てくれるものとして，次に注目したいのは，r実践共同体Jという概念を生み出した状況論的アプロー
チである。

3.実践的学習論への転由

「実践共同体J(cornmunities of practice) という概念は，レイブとウェンガーの共著『状況に

埋め込まれた学習』の中で用いられた概念である。いわゆる状況論的アブ。ローチと呼ばれる立場に

共通する学潔綴は， r学努はいわば参加という枠組みで生じる過程jであり，学習の対象である知識・

-44 



市民活動にみる学習組織化の課題

技能は状況，文脈に埋め込まれていることを強調する。従来の「学習jや「発達J観では，それは

「個人の能力の時間輸に沿った変化を指すことばとされてきたJのであるが，レイブらは「学ぶの

は共同体Jであり， r学欝は共同参加者に分かちもたれているのであり，一人の人間の行為ではない」
とする転換をもたらしたといわれる判。蛍農は， r実践コミュニティ jをf知識や技能の学習・獲得，
その実践に関わっている人々相互の欝係j，あるいはそこで使われたり，創られたりする「さまぎま

な人工物との関係j，さらには「アイデンティティの形成・再構成過程などが相互に密接に絡み合い

つつ展開する意味のある実践のまとまり(あるいは単位)jと述べている22)。その後ウェンガーの単

著"Communitiesof Practice， Learning， Meaning， and Identity"で1土，この概念を詳細に議論して

いるという 23)。

r3た践共同体Jというアイディアの貢献は，学習を社会文化的に位置づけることを可能にしたこ

とで，知識・技能を社会的文脈において捉えなおすことにあるとされる。それによって憶かれた研

究の地平について，蛍翼は次の点を指摘する。第一に，異なる学問分野で扱ってきた問題を相互に

関わりあるものとして新たな問題設定のもとで位置づけなおし，アプローチする可能性が聞かれた。

第二に，実践を構造的で安定的なものとする見方と， r且日興的Jで「生成的なものJとする見方のど
ちらの極にも還元されえない過程として構想することができる。第三に， r学習が実践を生成し構造
化する過程の中心に，その涼動力として位置づけられているj。第四に，概念の射程における局所牲

の重視がある。人間行為(実践参加)を通して関係性が見えてくるよ 7な，呉体的な実践レベルに郎

して議論していくことを可能とする判。

石黒は，社会文化的アプローチによってもたらされる学習観の転換が有する意義を二つ挙げてい

る。第一に， r学習の過程や成果を個人に内在する能カの問題とするような宿命論的な立場から解放
することJであるという。他人能力還元主義の学習・発達観がもたらす偏羨僚主義といった教育の

問題現象を，異なる視点で問題設定し直すことが可能になるのである。つまり，r学習が複数のコミュ
ニティへの参加の様式であり，それぞれのコミュニティにおいて多様な人工物や他者に支えられる

ことによって，社会的に達成されるものであると捉え直すjことで， r誰ができない (dis-able) と
いう事実jは， rコミュニティJの問題として提示できることになるという 25)。この点は，佐伯らの

提起とも共通する2へ
第二に， r学習の持続可能性Jを挺まえることで開ける可能性がある。実践は時間的，空間的に拡
張していくことで，その内実が変化していく。このような笑践に参加し，コミュニティになにがし

かの実獄をなすことは，個人のアイデンティティが集認の中で形成されると同時に，コミュニティ

の構造を変化させていく相互的で変新的な過程であることを，提起できるというのである。

社会文化的アプローチ，状況論的アプローチの認識論的基礎は，このように別々の学閉鎖域に取

り入れられ解釈されているほか，実践分析の記述に枠級みを与えているともいわれている。「状況に

捜め込まれた学習Jの主要な概念として位蜜づいている「正統的周辺参加j概念については，高木
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の説明が詳しい。状況論的アフ。ローチには「主体と社会的世界j理解をめぐる 3つの立場，①cogni-

tion plus view，②interpretive view，③situated social practiceがあると述べる。①の立場は，

「社会的世界は主体に影響を与える外的要因と捉えるJ立場であり，②は「世界は主体問の交渉に

よって意味づけられることによって初めて存在するJとする立場である。これらのアプローチでは，

主体が世界における活動との関係が不聞とされているため，第三の立場が提唱されてきたという。

状況論的アプローチの理論的立場の違いを明らかにしていくことで，ここでは，レイブらの学習論

の違いが明獲にされている 2九レイブらの提起が状況と主体の相互作用性に注目を集めることに

あったとして，笑銭という状況全体をいかに分析するかは，やはりm難さを学むと言語木も指摘する。

「参加としての学習jを中執とするレイブらの正統的参加 (LPP)の概念は，主体と状況を具体的

に記述することなく学習を描き出そうとする方法をとるが， r参加Jという f分析単位Jには「必然
的に，すでに一定の構造と安定性を持ったものとして存在している，実践のコミュニティへの「参

加jという合主主があるJというのである。しかし，実践と学習の相互的変化をいかなる分析単位を

使って，通時的実践変化とともに描き出せるのかに合意された方法はないのが実態である。

設巽もまた，笑践コミュニティの概念が内包する函難さを，常に現;(E進行形としてのみ存在する

過程を，ある時点である視点で切り取ることは，ある意味で定義を裏切ることになるという。実践

コミュニティを分析・記述の対象(一般名詞)ではなく，問題設定や分析を導く概念的枠組みと位霞

づけるという方法を提起する。コミュニティとは「偲々の行為者が意識的に「コミュニティJを形

成しようとしているわけでもなければ，何かによって一義的に決定されているわけでものないのに，

観察する側からみると「構造J的にみえるコーディネーションが達成されている状態Jで，なおか

つ「変化を含んだ反復jとでも呼ぴたくなるような営みの様相がある状態を表現する概念として用

いると述べている。分析・記述のための用語ではなく，状況全般を主体の行為と環境の両方から描き

だす枠組みとすることに，どのような違いがあるのかは不明瞭で、あるといわざるを得ない。

ヱド稿は， j三に日本の状況論的アプローチの理論的文献を参照している。「分析の単位」問題が明ら

かにされているものの， r実践共同体」をどのように分析し，理解すべきかをこれら資料から導くの
は難しい2へというのも， r実践共i司体jは現在からみて，ある想、像の状態(未来)を鋭り出すという
忍的概念的に，用いられる傾向があるからである。佐伯らの「学ぴあう共同体jとは，学校生活の

共生的組み替えのために，あるべき姿としての「想像の共同体jを検討し，共感と連帯，関心と探

求の地平を切り開き，構築する基礎を提供していくものだとされている。こうした傾向は，社会教

育の実践記述にも見出されるものである。

一方，主体，対象，人工物(道具)のシステムで，活動を従える枠組みをもっ活動理論に多くの研

究関心が集まっているのは，矛盾の積極的発見と共有を学習として組織しながら，実践の課題を解

決していくとする実践革新のための理論として，わかりやすきを提示できているからではないだろ

うか。これまでの文献研究では，状況論的アプローチの方法論には実践分析の枠組みに関する十分
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な回答を得ることができなかった。今後は，原著を読み解くこととあわせて，レイブらの提起が学

習と実践を切り離さないとすることだけに要約されるものかどフかを含めて，笑践理論としての有

効性を見極めてゆきたい。

まとめにかえて

市民活動の学習組織化の課題を考える上で，確認すべきことはこつある。一つは，いかなる対抗

運動として自らを立たせていくのか実践課題認識である。この点は，学習課題論として60年代から

社会教育研究の一角をなすものであるが，依然として活動の賦点を参加者が共有していくことの必

要'性は指摘されてもよいだろ )0 もフ一つは，そのよっな活動を組織していくために不可欠の学習

に関わる環論が，自己教育論にとどまらず，学習する組織論にまで、広がってきていることであろう。

このような領人の運動参加の動機と客観的課題の解決(新たな社会の創出)に向けた組織的実践を

いかに，連動させ機能させていくかという実践的課題に対する理論的回答の一つが，社会遂動音量的

アプローチであり，政治理論的アプローチであったのだといえる。それが， 1980年代以降には，

NGO!NPOという市民活動組織の研究へと速なり，市民的公共性の実現を求める笑銭と学習はます

ます浸透しあって進展するものであることがわかってきている。それゆえに，実践と学習を一体的

に捉える実践分析の枠組みが求められているのである。また，この考え方に立つ実践研究は，より

積極的にあるべき社会や組織の姿を想像し，研究者自らが参加者となって変革に寄与する研究を志

向する傾向を強めつつある。その擦に採用される理論が活動理論であり，分析枠組としての実践共

同体への雪及で、ある。本穏では十分に先行研究を読みとることはできなかったが，社会教育として

これらをどのように理解し受容していくのか，今後の課題であるといえよう。

戦後社会教育の実践は共同学習や生産大学・農民大学遂動など，労働と生産に関わる学習の課題

に取り組んで、きたことはいうまでもないことである。つまりそこでは， r学ぶこととよりよき社会を
つくるために実践することは切り離せないものととらえられていたJのである2へところが，その後

の理論的，実践的発展の過程では，これら実践が三段階論として公的社会教育による制度化モデル

へと進み， r労働と学習jまたは「実践と学習Jの理論化の努力は十分で、あったとはいえない。
近年の理論的成果として公刊された『成人の学習』と f成人の学習と主主j涯学習の組織化』におい

て，三輪は 1970年代以降の成入学習論を，成人発達研究，アンドラコ。ジー，ポスト・アンドラゴジー

と3つの理論的潮流に区分した上で， r学習課題j研究に集約されてきたそれ以前の学習論との遠い
を， r省察」をキーワードにして学習参加者の意識変容を読み解く方法の精級化と，学脅する組織の
発展研究が今後の理論的検討課題であると務理している問。

学習組織化の課題に関わって，省察あるいは振り返りは対話的公共空間で担われる学習の内実を

示すものである。しかし，実践する組織にとって，省察は次なる一歩のための未来の想像であって
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実践そのものではない。実践を組織し，参加者間で役割jを分担し， r想像の共同体jを形にしてゆく
ためには，あらゆるタイプの学習と教育カが総動員きれなければならない。実践に却して，利用者

間，スタップ聞で求められる学習の内実は当然異なっている。従って， NPOの教育カが提起するf内

部的学習Jと「外部へ働きかける学習jの区分は，それだけでは外在的理解にとどまることになる。

「人は実践の中で学ぶjことを焦点として，実践論理と学習の相互性を構造物として理論化する努

力が社会教育の学習理論にも求められている。
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